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1 改正の概要

m 背景

都市再生特別措置法においては、緊急かつ重点的に市街地の整備を推進する都市再

生緊急整備地域を指定し、戦略的に民間活力を導入することで都市再生の推進を目指

しており、同地域内で民間事業者が国土交通大臣の認定を受けて都市開発事業を行う

場合は、都市計画等の特例や金融支援、税の特例措置を受けることができるため、長崎
市においては、民間活力を導入し、より快適に生活できる場の提供、楽しみの場や雇用

の創出等により、人口の定着及び流入の促進を図るため、「長崎中央地域」の都市再生
緊急整備地域指定に向け、内閣府と調整を進めている。

②条例改正の理由

「長崎中央地域」が都市再生緊急整備地域の指定を受けることに伴い、同地域内で民

間事業者が都市開発事業により取得する施設の固定資産税及び都市計画税につぃては、

地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)の対象となるが、この特例措置にっいて

は、固定資産税等の課税標準の特例割合を、国が定める範囲内で市町村が条例により定
める必要があることから、次のとおり定めるもの。

2 特例措置の内容

m 対象施設等

対象税目

事業規模

固定資産税及び都市計画税

事業内容

都市再生緊急整備地域内で、事業区域の面積がlha以上
(隣接する事業と合わせてlha以上となる場合は0,5ha以上)

公共施設の整備を伴うもので、地上階数10以上又は延べ面積5万市以上の耐

火建築物を整備する事業であって、国土交通大臣より事業計画の認定を受け

た事業

対象資産

認定事業者が、認定事業により新たに取得した家屋及び償却資産のうち、以下
のもの

ア公共施設

・道路、公園、広場等

イ都市利便施設

(ア)緑化施設

(イ)通路(道路等の交通施設又は、公園等の公共空地に連絡する自由通

路であって、構造上他の施設と区分されているもの)

取得期間

特例適用期問

平成 27年4月・1日~令和 3年3月31日

5年間佛斤たに課税されることとなる最初の年度以降5年間)



②特例割合

特例割合

の範囲

長崎市の

特例割合

※固定資産税の税額=課税標準額X特例割合(νのX税率(1.4%)

都市計画税の税額=課税標準額X特例割合(ν2) X税率(0.3%)

【特例割合の決定理由】

民間による都市開発事業の推進を図るため、税制面における最大の支援とする。

都市再生緊急整備地域内での事業実施に向けたインセンティブを与えることにより、

都市開発事業が誘発され、地域経済の活性化、雇用の創出や所得向上につながり、人口

の定着及び流入が促進され、税収増加も期待される。

よって、軽減割合が最も高い2分の1を適用する。

③施行日

公布の日(令和3年度課税より適用)

④制度イメージ

王見イ子

V2 (5/1の以上 7/10 以下

※参酌基準 3/5 (6/1の

制定なし

改正案

V2 (税額を V2 とする)

国土交通大臣

国

都市再生本部[内閣府]

都市再生緊急整備地域

民間都市開発事業<原則 lha以上>

地上階数10以上又は

延べ面積5万市以上の

耐火建築物

公共施設

1・都市利便施設}

①地域指定、地域整備方針決定

⑤交付税による
補てん措置

④特例適用

長崎市

圃^

法制支援

■所得税・法人税の割増償却

■登録免許税の軽減

罰不動産取得税の課税標準の特例

邑ヨ"、' .'=

金融支援

亘都市計画等の特例

■(一財)民間都市開発

推進機構による支援

[国税]

[国税]

[県税]
一
一ず
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3 都市再生緊急整備地域の指定について

a)都市再生緊急整備地域

ア都市再生緊急整備地域の概要

・「都市再生緊急整備地域」とは、都市再生特別措置法に基づき、都市の再生の拠点

として、都市開発事等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域

として政令で定める地域

・同整備地域内での民間による都市開発事業"は、金融支援や税の軽減等の支援を受

けることができる

※要件や基準を満たし、国の認可を受けた事業

イ都市再生緊急整備地域の指定に向けた流れ

②長市における都市再生緊急整備地域の指定に向けた取組み

ア都市再生緊急整備地域指定の必要性

長崎の都市再生

様々な事業を実施方向性:国際観光文化都市・長崎の再生

今交流人口の拡大目標:交流人口の拡大による地域活力の再生

【新たな課題】予想を上回る人口減少一ーー,地域活力の再生が弱まる

才 2018,2019年転出超過全国市町村1位
,,ーー..ーーーーーーーーーー..ーー....ーーーーーーーー"ーー.ー...ーーーーーーーー....ー.

:1★転出した・転入したくない原因 1
、ーーー

:・働く場が少ない・楽しめる場が少ない・給料が安い

候補地域の指定による効果
「オープン恋調論」や「指定までのスケジュール等の共有」により、諸課題の整理
早期の民間提案やピジヨンの共創、投資の呼び込み、気運の醸成等が期待される。

各自;口内ての

プラットフォーム

産学官金(単備協議会)による
「オープン恋論」

「ピジョンの共・の向上」

/.＼
田・・田
、 1噐ノ
田一困

'、、、_ノ/

・長崎市には無い「若者の楽しみの場」の創出

・より快適に生活できる場の提供

'、、、ンンンー

一』一一島民間活力の導入

'、、、_ノノ

都市再生緊急整備地域の指定⇔

<枠朗みイメージ図>

人口転出に歯止め

人口流入の促進

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^■

ーーーーー■

民間の再開発事業等を行う気運の醸成

事業しやすい環境づくり

「転出超過日本一から選ばれるまちへ」

都
市
開
発
事
業
等
の
熟
度



イ指定に向けた経過

0平成31年3月

内閣府か'「長崎都心地域」を候補地域として公表(内閣府)

0令和元年8月

第1 回準備協議会の開催(長崎市)

0令和元年10月

第2回準備協議会の開催(長崎市)

0令和2年2月

第3回準備協議会の開催(長崎市)

0令和2年4月

内閣府へ地域指定の申出(長崎市)

0令和2年4月~8月

関係機関との調整(内閣府)

0令和2年9月(予定)

都市再生緊急整備地域「長崎中央地域」を政令指定(内閣府)

※内閣府との調整により「長崎都心地域」から「長崎中央地域」に名称変更
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③区域図

長崎中央地域<約180ha>区域図(
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④地域整備方針

(長崎市)

地域名称

長崎中央地域 〔都市再生緊急整備地域)

長崎は、アジアに近く、古くは外国との交流

の拠点として機能する等、豊かな歴史・文化を

有し、人的資源の集積で発展し、長崎港を中心

とした少ない平坦地に商業、業務機能が集積し

ている。

近年、自然減や社会減の拡大により、.人口減

少が顕著化し、危機感が大きくなっている。

一方、陸の玄関口である「長崎駅周辺」では、

九州新幹線西九州ルート(長崎ルート)の整備

による広域な都市間交流の活性化、海の玄関口

である「松が枝周辺」では、クルーズ客船の受

け入れ体制の強化などによる国際ゲートウェ

イ機能の再構築等、100年に 1度の開発が進め

られている。

これらの玄関口の整備と併せて、歴史と賑わ

いの「まちなかエリア」、交流と賑わいの「中央

エリア」の魅力を高め、相互に連携し、来訪者

を広く回遊させ、賑わい再生を図る取組みや、

IT、航空機、海洋エネルギー関連等といったポ

テンシャルの高い新たな産業の導入等、雇用創

出を図る取組みを今後も強力に推し進める。

その中で、産学官金で連携を図りながらまち

の新たな拠点や、新しいライフスタイル、ビジ

ネススタイルの構築、中心商店街の再生や多様

で魅力ある都市機能を形成することで、雇用環

境や楽しむ場の充実、暮らしやすい環境の実現

などにより、人々から選ぱれるまちを目指し、

人口流出の抑制や人口流入の促進を図り、長崎

都心地域が都市再生の牽引役となり、さらなる

民間投資を呼び込むことで、長崎市のみなら

ず、周辺自治体にも経済効果を波及させ、地方

における都市の再生モデルとしたい。

整備の目標
都市開発事業を通じて増進すべき

都市機能に関する事項

0国内外からの来訪者や地域住民

の多様な活動を支える交流機能の

充実

0新幹線の整備やクルーズ船の

来航に伴い増加する来訪者の受

け入れ機能の強化

0目的地までの移動を円滑にす

る二次交通機能や交通結節機能

の強化

0若い世代を始めとした、多様な

市民、来訪者が楽しめる娯楽の提

供

地域整備方針(案)

公共施設その他の公益的施設の整備

及び管理に関する基本的事項

0都市の魅力を再生・強化し交流推進

を図るMICE施設の整備

0玄関口としてのおもてなし空間を創

出する駅前広場や松が枝国際観光船埠

頭における観光交流機能の整備

0新幹線やクルーズ客船による来訪者

を都心部の商業地や主要な観光施設へ

円滑に移動させる交通機能の整備

0魅力にあ'、れ、地域への愛着を創出

するスポーツ施設、アリーナ施設、ア

ミューズメント施設等の整備

0新たな賑わいの創出に向け、広場や

質の高い文化施設等の整備

0商業の活性化に向け、地域の新たな

賑わいの核となる施設の整備

0公共施設整備や都市開発事業で生み

出された空地等を活かした憩い空間の

確保

0買い物が楽しめる魅力的な商

業機能の充実

0若年層や子育て層が安定した

生活が得られる等、魅力的な雇用

の創出

0子育て世代も安心・安全・快適

に生活できる居住機能の確保

0多様な閧係者が連携し、都市の魅力や来訪者の受け入れ

態勢の強化による観光産業の活性化

緊急、かつ重点的な市往"也の整備の推進

に関し必要な事項

0インフォメーション機能の充実を図り、国内外の来訪

者への情報発信

OMaaSの活用、交通結節機能の整備等、鉄道や路面電車、

バス等の公共交通の連携強化による利イ更性の恂上、移動

円滑化の促進

0スタジアム等を活かし、スポーツの産業化の増進

0歴史的な文化や伝統を生かしたまちづくりによる都市

の魅力の強化

0未来技術の活用に,よる都市の魅力の強化

0防災機能を高める事業の推進

0子育てに対する支援施設や子育て世

代が働きゃすい環境の整備

0暮らしやすい環境を創出する道路や

公園等の整備

0安全・安心・快適にまち歩きを楽し

める歩行空間の形成

0空地の活用や容積率の割増等により、施設更新時期を

迎える建物の建替を誘導し、魅力的な商業の拠点施設や

居住施設、憩いの空間等の創出

0用.途地域の見直し等による士地利用の転換の促進

0安全・安心な生活に向けた都市防災

施設の整備

0交流の産業化による雇用の創出

0長崎の強みを活かして、国内外から魅力的な企業の立

地誘導を促進し、地域経済の振興、新規雇用の創出の促進

0安全・安心で快適な暮らしの継続に向けた、都市機能集

約化の促進

0まちなかエリア及び中央エリアへの回遊性の向上

0歴史的な趣と近代的な都市空間の形成と夜間景観の向

上、また、民間による景観形成の取組みの促進

0防災意識の向上による都市防災性の向上



都市

■市再生特別地区

市再生に貢し土地の高度利用を図るため、市再生緊急整 内におい

て、既存の用途等に基づく規にとらわれず自由、のい計画を定めることに
より、容積率限の組和等が可

生緊急備地域の主な支援措

法制上の支援措買

日本二T目地区京

尋橿車:^、7m邪 ^

■道路の上空利用のための規制和

内における都市再生特別地区の市計画に位づける市再生緊急整

とで、道路の付けえ、廃道をせずに、道路上空に建物を建てることが可。

中央区

等1的0舶

■その他の法上の支
・市再生事を行おうとする者からの都市計画の提案制

・都市再生事を施行するために必要な市街地開発事の認可等について、

認可間を設定 3ケ月以内等

・都市再生安全保計画こ記された器庫等に係る容積牢の特例

・下水の朱利用エネルギーを民間利用するための規制和く特定 のみ>

財政支援
■際 市 く特定 のみ>

特定市再生急整地域において、、地方公共団体、民間事者から
成される棲会が策定する整 に位付けられる市点インフラの整
について、里点的かつ集中的に支援

■際的ビジネ境改・シティセールス支事
特定市再生 等において官民により成された市再生緊
整協会等が行う国際的ビジネス 改善にする取組及びシティセー

スこ係る取組を支提

■市安全保促事

都市再生急地における市再生安全保計に基づくソフト、ハー
対策への支提

大氏駅北地区(大医市)

容牢^-1^"等

曇^碧亀託盲保

【送路上空今lj用0コイメーリ】

の上鰯^を"鳳す毛ことに'
り、 m旦をーせ的1こ'用した大理砺
ピルモ趣編

L^^

伸国土交通省

■民間市発

都市再生緊急整
を伴い、に

^

金融支援

1こよるメザニン支

内において、民問事が行う、公共施設
市開発のに対し、支を行うした

国

金融
等

■所・法人税

■豊録免税

■不産取得税

■固定産税・
市

税制支援

5年間2.5 5) 却
建物の保存畳記について本卸14 1,omを3.5 1.mo
VI.0卯)に軽
課税から都府県の条で定める合を控除

串を1痔f1た1とLln唯/励以と3i1叩痔)以下の、内

5年間課税から市町村の条で定める割合を控除
皐をZ蹴1々)とし.V1Ⅸ2ノ羽益Lヒ1剛3/罰以下の内

ーーー 1盲7、'蒼
(大臣認定事案)

貸村け
壮債駐得

出貴

の整

@
冊
肴
洲
磁
謙

謡



4 長崎市税条例等新旧対照表

長崎市税条例第1条による改正

(軽自動車税のみなす課税)

第53条の2 略

2略

3 法第444条第3項に規定する販売業者等(以下

この項において「販売業者等」という。)が、そ

の製造により取得した三輪以上の軽自動車又はそ

現1テ

の販売のためその他運行(道運送車両法

をいう。次項において同じ。)以外の目的に供す

るため取得.した三輪以上の軽自動車について、当

該販売業者等が、法第444条第3項に規定する車

両番号の指定を受けた場合(当該車両番号の指定

前に第1項の規定の適用を受ける売買契約の締結

が行われた場合を除く。)には、当該販売業者等

を三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境

性能割を課する。

4略

第2条第5項に規定する運行

(軽自動車税のみなす課税)

第53条の2 略

2 略

3 法第444条第3項に規定する販売業者等(以下

この項において「販売業者等」という。)が、そ

の製造により取得した三輪以上の軽自動車又はそ

の販売のためその他運行(道路運送車両法(昭和

改正後(案)

(軽自動車税の納税証明事項)

第62条の2 道路運送車両法(昭和26年法律第185

'

号)第62条第1項の検査を申請しようとする同法

第59条第1項に規定する検査対象軽自動車又は2

輪の小型自動車の所有者が、同法第97条の2第1

項に規定する害面の交付を申請した場合におい

て、当該検査対象軽自動車又は2輪の小型自動車

について天災その他やむを得ない事由により軽自

動車税を滞納しているときは、納税証明害にその

旨を記載する。

26年法律第185号)第2条第5項に規定する運行

をいう。次項において同じ。)以外の目的に供す

るため取得した三輪以上の軽自動車について、当

該販売業者等が、法第4"条第3項に規定する車

両番号の指定を受けた場合(当該車両番号の指定

前に第1項の規定の適用を受ける売買契約の締結

が行われた場合を除く。)には、当該販売業者等

を三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境

性能割を課する。

4略

附則

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税

の特例)

第6条の4 略

2 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第6条第5項に規定する場合におい

(軽自動車税の納税証明事項)

第62条の2 道路運送車両法

第62条第1項の検査を申請しようとする同法

第59条第1項に規定する検査対象軽自動車又は2

輪の小型自動車の所有者が、同法第97条の2第1

項に規定する害面の交付を申請した場合におい

て、当該検査対象軽自動車又は2輪の小型自動車

について天災その他やむを得ない事由により軽自

動車税を滞納しているときは、納税証明書にその

旨を記載する。

附則

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税

の特伊D

第6条の4 略

2 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第6条第5項に規定する場合におい



て、第25条の2第1項の規定による申告書に肉用

牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2

号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載

があるときは、その者の前年の総所得金額に係る

市民税の所得割の額は、第23条から第23条の4ま

で、第23条の7から第23条の9 まで、附則第6条

第1項、附則第6条の3第 1項、附則第6条の3

の2箆!堕及び法附旦1陳5条の5第2項の規定に

かかわらず、法附則第6条第5項各号に掲げる金

額の合計額とすることができる。

3 略

第8条の2

2 略

て、第25条の2第1項の規定による申告書に肉用

牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2

号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載

があるときは、その者の前年の総所得金額に係る

市・民税の所得割の額は、第23条から第23条の4ま

で、第23条の7から第23条の9まで、附則第6条

第1項、附貝1陳6条の3第1項、 a力耒第」』豆^

及び法附則第5条の5第2項の規定に

略

3 ~21

(東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の

適用期問等の特例)

第17条所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律(平成23年法律第29号)第

13条第1項の規定の適用を受けた場合における附

則第6条の3及び附則第6条の3の2の規定の適

用については、附則第6条の3第1項中「租税特

別措置法第41条又は第41条の2の2」とあるのは

'「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律(平成23年法律第29号)第

13条第1項の規定により読み替えて適用される租

税特別措置法第41条又は同項の規定により適用さ

れる租税特別措置法第41条の2の2」と、「法附

則第5条の4第6項」とあるのは「法附則第45条

第4頂の規定により読み替えて適用される法附則

第5条の4第6項」と、附則第6条の3の2第1

項中「租税特別措置法第41条又は第41条の2の

2」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第1

項の規定により読み替えて適用される租税特別措

置法第41条又は同項の規定により適用される租税

略

かかわらず、法附則第6条第5項各号に掲げる金

額の合計額とすることができる。

3略

.

第8条の2 略

2略

3 法附則第15条 19頂に規定する条例で定める割

ムは、 2分の1 とする

4~訟略

(東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の

適用期問等の特例)

第17条所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律(平成23年法律第29号)第

13条第1項の規定の適用を受けた場合における附

則第6条の3及び附則第6条の3の2の規定の適

用については、附則第6条の3第1項中「租税特

別措置法第41条又は第41条の2の2」とあるのは

「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律(平成23年法律第29号)第

13条第1項の規定により読み替えて適用される租

税特別措置法第41条又は同項の規定により適用さ

れる租税特別措置法第41条の2の2」と、「法附

則第5条の4第6項」とあるのは「法附則第45条

第4項の規定により読み替えて適用される法附則

第5条の4第6項」と、附則第6条の3の2第1

項中「租税特別措置法第41条又は第41条の2の

2」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第1

頂の規定により読み替えて適用される租税特別措

置法第41条又は同項の規定により適用される租税



特別措置法第41条の2の2」と、「法附則第5条

の4の2第5項(同条第7項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。)」とあるのは「法

附則第45条第4項の規定により読み替えて適用さ

れる法附則第5条の4の2第5項」と、同条

項第2号中「租税特別措置法第41条の2の2」と

あるのは「東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律第13条第1項の規

定により適用される租税特別措置法 41条の2の

2」とする。

2略

特別措置法第41条の2の2」

長崎市都市計画税条例第2条による改正

2

附

10

抄

現1テ

2

とする。

略

2~5

附則第4項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成30年度から令和2年度までの各年度分の宅地

等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画

税額が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて

得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3 (第18項を除く。)又は法

附則第15条から第巧条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額に満たない場合

附則抄

略

(法附則

改正後(案)

2 法附則第15条第円項に規定する条例で定める

割合は、 2分の1 とする。

15条 19項の条例で定める割ム)

3~6 略

7 堕則第旦項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成30年度から令和2年度までの各年度分の宅地

等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画

税額が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて

得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3 (第18項を除く。)又は法

附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額に満たない場合

旦

則
略



には、鮒則笙丑須の規定に力功めらず、当該都市

計画税額とする。

7 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.6以上0.7以下のものに係る平成30年度か

ら令和2年度までの各年度分の都市計画税の額

は、附旦1第'生垣の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都

市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3 (第18項

を除く。)又は法附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。

8 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.7を超えるものに係る平成30年度から令

和2年度までの各年度分の都市計画税の額は、附

旦1第旦垣の規定にかかわらず、当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の3

(第18項を除く。)又は法附則第15条から第15条

の3までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。

9 略

には、附則第5項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。

8 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.6以上0.7以下のものに係る平成30年度か

ら令和2年度までの各年度分の都市計画税の額

は、附則第5項の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都

市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3 (第18項

を除く。)又は法附則第巧条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。

9 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.7を超えるものに係る平成30年度から令

和2年度までの各年度分の都市計画税の額は、附

則第5項の規定にかかわらず、当該商業地等に係

π前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に対

する附則第10項の規定の適用については、同項中

10 略

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の3
ノ

(第18項を除く。)又は法附則第巧条から第巧条

の3までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。

10 略

11 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に対

する附旦'第旦虫の規定の適用については、同項中

「当該農地に係る当該年度分の都市計画税額」.と

あるのは、「次項の規定により算定した当該農地

「当該農地に係る当該年度分の都市計画税額」と

あるのは、「次項の規定により算定した当該農地

11

11 略



に係る当該年度分の都市計画税額」とする。

12 附則第4項及び第6項の「宅地等」とは法附則

第17条第2号に、附則第4項及び第7項の「前年

度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第25

条第6項において読み替えて準用される法附則第

18条第6項に、附則第5項、第7項及び第8項の

「商業地等」とは法附則第17条第4号に、附則第

7項から第9項までの「負担水準」とは法附則第

17条第8号口に、附則第9項の「農地」とは法附

則第17条第1号に、附則第9項の「前年度分の都

市計画税の課税標準額」とは法附則第26条第2項

において読み替えて準用される法附則第18条第6

項に、附旦^及び前項の「市街化区域農地」

とは法附則第19条の2第1項に規定するところに

よる。

13~21 略

に係る当該年度分の都市計画税額」とする。

13 附則第5項及び第7項の「宅地等」とは法附則

第17条第2号に、附則第5項及び第8項の「前年

度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第25

条第6項において読み替えて準用される法附則第

18条第6項に、附則 6項、第8項及ひ

「商業地等」とは法附則第17条第4号に、附則第

8項から第10項までの「負担水準」とは法附則第

長崎市税条例等の一部を改正する条例(R2年6月改正分)

17条第8号口に、附則第10項の「農地」とは法附

則第17条第1号に、附則第10項の「前年度分の都

市計画税の課税標準額」とは法附則第26条第2項

において読み替えて準用される法附則第18条第6

項に、附則第11垣及び前項の「市街化区域農地」

とは法附則第円条の2第1項に規定するところに

よる。

14~22 略

第2条長崎市税条例の一部を次のように改正する。

附則第8条中「第61条又は第62条」を「第63条又

は第64条」に、「第61条若しくは第62条」を「第腿

条若しくは第64条」に改める。

附則第8条の2第21項中「附則第62条」を「附則

現1テ

9頂の

第64条」に改める。

(後略)

第5条'長崎市都市計画税条例の一部を次のように

改正する。

附則第13項中「第61条」を「第63条」に改める。

第2条長崎市税条例の一部を次のように改正する。

附則第8条中「第61条又は第62条」を「第63条又

は第64条」に、「第61条若しくは第62条」を「第63

条若しくは第64条」に改める。

附則第8条の2第22項中「附則第62条」を「附則

改正後(案)

第64条」に改める。

(後略)

第5条長崎市都市計画税条例の一部を次のように

改正する。

附則第14項中「第61条」を「第63条」に改める。

12



5 関係法令(抜粋)

0地方税法附則

個定資産税等の課税標準の特イ卿

第十五条

19 都市再生特別措置法第二十三条に規定する認定事業者が同法第二十五条に規定する認定事

業により平成二十七年四月一日から令和三年三月三十一日までの間に新たに取得した同法第二

十九条第一項第一号に規定する公共施設等の用に供する家屋及び償却資産で政令で定めるもの

に対して課する固定資産税又は都市計画税の課税標準は、第三百四十九条、第三百四十九条の二

又は第七百二条第一項の規定にかかわらず、当該家屋及び償却資産に対して新たに固定資産税又

は都市計画税が課されることとなった年度から五年度分の固定資産税又は都市計画税に限り、当

該家屋及び償却資産に係る固定資産税又は都市計画税の課税標準となるべき価格に五分の三を

参酌して二分の一以上十分の七以下の範囲内において市町村の条例で定める割合幽該償却資産

が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合には、五分の三)を乗じて得た額とする。ただし、当

該家屋及び償却資産のうち同法第二条第五項に規定する特定都市再生緊急整備地域で施行され

た同法第二十五条に規定する認定事業により取得したものにあっては、当該家屋及び償却資産に

係る固定資産税又は都市計画税の課税標準となるべき価格に二分のーを参酌して五分の二以上

五分の三以下の範囲内において市町村の条例で定める割合幽該償却資産が第三百八十九条の規

定の適用を受ける場合には、二分のー)を乗じて得た額とする。
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